
 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成３０年度第４回青森県原子力施設 

環境放射線等監視評価会議監視委員会 

 

 

 

 

議  事  録 

 

 

 

１ 開催日時  平成３１年２月２２日（金）１４：００～１６：００ 

 

２ 開催場所  ホテル青森 ３階 孔雀の間 

 

３ 議  事 

（１）原子力施設環境放射線調査結果について(平成３０年度第２四半期) 

（２）東通原子力発電所温排水影響調査結果について(平成３０年度第２四半期) 

（３）原子燃料サイクル施設に係る環境試料の測定計画の変更について 

   －指標生物（貝類）－ 

（４）東通原子力発電所に係る環境試料の測定計画の変更について 

   －調査対象核種へのPu-238の追加－ 

 

４ 報告事項 

（１）青森県原子力施設環境放射線等監視評価会議の開催回数等について 

 

５ その他 

（１）原子燃料サイクル事業の現在の状況について 

（２）東通原子力発電所の現在の状況について 

（３）リサイクル燃料備蓄センターの現在の状況について 
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発言者等 発  言  内  容  等 

司 会 
原子力安全対策課 

神総括主幹 

それでは定刻となりましたので、これより平成３０年度第４回青森県

原子力施設環境放射線等監視評価会議監視委員会を開会いたします。 
 開会にあたりまして、副知事から御挨拶申し上げます。 
 

佐々木副知事  それでは一言、ご挨拶をさせていただきます。 
 まずもって委員の皆様には御多忙のところ御出席をいただきまして

誠にありがとうございます。また、常日頃から原子力行政をはじめ県政

各般にわたりまして格別の御理解と御協力を賜り、厚く御礼を申し上げ

ます。 
 本日は、平成３０年度第２四半期の調査結果を御確認いただくことと

しております。皆様には忌憚のない御意見を賜りますよう、よろしくお

願いをいたします。 
 県内の主要な原子力施設につきましては、国による新規制基準への適

合性審査が引き続き進められておりますが、今なお時間を要していると

ころです。そのような状況を踏まえまして、後ほど事務局から説明があ

りますが、当監視委員会につきまして皆様の次期任期期間中におけます

会議開催回数を見直すこととしております。御理解のほど、よろしくお

願い申し上げます。 
 原子力施設については何よりも安全の確保が第一であります。国によ

る新規制基準への適合性はもとより施設全般の安全性が確認されます

ことが県民の皆様の安全・安心の確保を図る上で重要であると認識して

おります。 
 県としては、今後とも事業者及び国の対応状況を厳しく見極めていき

ますとともに、環境放射線等の監視をはじめとする原子力安全対策の充

実・強化に努めてまいります。委員の皆様には一層の御指導をよろしく

お願い申しあげまして挨拶といたします。 
 本日はどうぞ、よろしくお願いいたします。 

 

司 会 

 

 それでは、お手元にお配りしております資料を確認させていただきま

す。 
 上から順に 
 次第、席図、出席者名簿 
 資料１、会議の状況 
 白い冊子で、原子力施設環境放射線調査報告書（平成３０年度第２四

半期報） 
 黄色の冊子で、東通原子力発電所温排水影響調査結果報告書（平成３０
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年度第２四半期報） 
 資料２、原子燃料サイクル施設に係る環境試料の測定計画の変更につ

いて－指標生物（貝類）－ 
 資料３、東通原子力発電所に係る環境試料の測定計画の変更について

－調査対象核種への Pu-238 の追加－ 
 資料４、青森県原子力施設環境放射線等監視評価会議の開催回数等に

ついて 
 参考資料１、原子燃料サイクル事業の現在の状況について 
 参考資料２、東通原子力発電所の現在の状況について 
 参考資料３、リサイクル燃料備蓄センターの現在の状況について 
 最後に広報誌、モニタリングつうしんあおもり１１１号 
となっております。 
不足の資料はございませんでしょうか。 

 委員の皆様におきましては、御発言の際はマイクをお持ちいたします

ので、マイクの使用をお願いいたします。 
 本日の会議は会長が欠席しておりますので、副会長の佐々木副知事に

議長をお願いすることといたします。 
 それでは、佐々木副知事、よろしくお願いいたします。 
 

議 長 

佐々木副知事 

それでは、会議の議長を務めさせていただきます。御協力よろしくお

願いいたします。 

 まず、議事に入る前に、前回の監視委員会及び評価委員会の概要につ

いて、事務局から報告をお願いいたします。 

 

事 務 局 
原子力安全対策課 

三上課長代理 

それでは、お手元の資料の１、会議の状況に基づきまして御説明申し

上げます。 
最初に１ページ目から２ページまででございますが、これは前回の監

視委員会の概要でございます。こちらは委員の皆様が御出席されている

会議ですので詳細は割愛させていただきます。 
続きまして３ページをお願いいたします。前回の評価委員会の概要に

ついてでございますが、評価委員会は去る２月６日に青森市において委

員１８名に御出席いただき行われました。 
中段の５．概要（１）議事を御覧ください。 
ア、原子力施設環境放射線調査結果については、（ア）（イ）（ウ）の各

施設につきまして、それぞれ記載のとおり評価を受けてございます。詳

細につきましては、本日、別冊の白い冊子に基づきまして御説明申し上

げる予定としてございますので、ここでの説明は割愛いたします。 
この議題での委員からの御質問について御紹介いたします。 
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委員から、吹越局における８月第３週の大気浮遊じん中の放射能測定

値を参考値としているが、参考値は平常の変動幅の設定に用いないの

か、との質問があり、県から、そのように取り扱う旨の回答がありまし

た。 
また、８月第３週の大気浮遊じん中の全α及び全β放射能濃度の推移

を示す図につきまして、吹越局の測定値の推移が分かりにくいため表示

方法を工夫してはどうか、という御意見がありまして、県から、表示を

工夫する、との回答がございました。 
続きまして４ページをお願いいたします。 
イ、東通原子力発電所温排水影響調査結果につきまして、記載のとお

りとなってございます。この点につきましても本日、追って別冊の黄色

の冊子によりまして内容を御確認いただきます。 
続きまして、ウ、原子燃料サイクル施設に係る環境試料の測定計画の

変更について、及びエ、東通原子力発電所に係る環境試料の測定計画の

変更について、につきましては、県からそれぞれ説明し、了承されまし

た。これらにつきましても、後ほど本日お配りしてある資料によりまし

て内容を御説明いたします。 
エの議題での委員からの御質問について御紹介いたします。 
委員から、これまでもプルトニウム－２３８を定量できていたと考え

るが、測定値を蓄積しているのか、との質問があり、県から、これまで

の測定値を蓄積している、との回答がありました。 
続きまして４ページの中段を御覧ください。（２）報告事項でござい

ます。 
ア、青森県原子力施設環境放射線等監視評価会議の開催回数等につい

て、これについて報告がありました。この点につきましても、本日お配

りしている資料に基づきまして追って内容を御説明いたします。 
４ページの下段の（３）その他についてでございます。 
アからウにつきましては、本日改めて最新の状況を各事業者の方々か

ら御説明していただく予定としておりますので、ここでの説明は割愛い

たします。 
なお、この議題における委員からの御質問等について御紹介いたしま

す。 
委員から、日本原燃株式会社に対しまして、参考資料１に示された平

成３０年度第３回保安検査における保安規定違反の指摘について、キャ

ニスターには汚染検査結果等を表示していないのか、との質問があり、

同社から、汚染物を入れたものは管理区域外に出さないことになってい

るが、当該事象では空容器であるという認識のもとで表面に汚染がない

ことを確認して管理区域外に出してしまった、との回答がありました。

以上でございます。 
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議 長 ただ今報告がございましたが、何か御質問があればお受けいたしま

す。 

 

大桃委員 質問というよりも確認なんですけれど、４ページの（３）その他のと

ころで、アはサイクル事業、イは東通原子力発電所、ウはリサイクル燃

料備蓄センターでございますが、その中に共通して１つの言葉が入って

います。それは「関係法令に基づく廃止措置実施方針の公表」という言

葉が入っております。 
この意味なんですけれども、全ての施設はいずれ廃棄の時期を迎える

わけですね。その廃止の方針を前もって公表しておくということが法令

で定められていると、そういう意味ですね。 
 

事 務 局 
原子力安全対策課 

安田課長 

法令がそのようになりましたので、それに基づいて各事業者において

これを公表したということでございます。 

 

議 長 その他、御質問ございますでしょうか。 
よろしければ議事に入らせていただきます。まず議事の１、原子力施

設環境放射線調査結果について、事務局及び事業者からの説明をお願い

いたします。 

 

事 務 局 
原子力安全対策課 

安田課長 

原子力安全対策課長の安田です。 
それでは、平成３０年度第２四半期の環境放射線調査結果報告書につ

いて御説明いたします。 
まず、事務局から調査結果について御説明し、引き続き事業者からそ

れぞれの施設の操業運転状況について御説明いたします。 
白い冊子、第２四半期報を御準備ください。 
表紙をめくっていただいて、まえがき、次のページに目次、その次の

ページにはこの報告書内で用いる語句、記号の解説を記載してございま

す。その次からが調査結果ということになります。 
２ページを御覧ください。原子燃料サイクル施設についてとりまとめ

ています。 
１、調査概要です。実施者は青森県原子力センター及び日本原燃株式

会社です。期間は平成３０年７月から９月までの第２四半期です。内容、

測定方法、評価方法につきましては報告書の後半部分に資料としてまと

めて記載しております。 
３ページをお願いいたします。 
２、調査結果といたしまして、去る２月６日に開催いたしました評価
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委員会において、平成３０年度第２四半期における環境放射線等の調査

結果はこれまでと同じ水準であった。原子燃料サイクル施設からの影響

は認められなかった。と評価されています。 
それでは、調査項目ごとに御説明いたします。 
はじめに、（１）空間放射線の測定結果です。４ページの図１－１にモ

ニタリングステーションによる測定結果、５ページの図１－２にはモニ

タリングポストによる測定結果を示しています。 
平常の変動幅を上回った測定値については、１枚戻っていただきまし

て３ページの下の注１を御覧ください。２行目中ほどからですが、空間

放射線量率は降雨雪時に雨や雪に取り込まれて地表面に落下したラド

ンの壊変生成物の影響により上昇します。 
今回、平常の変動幅を上回った測定値は、この降雨等によるものと考

えています。 
また、平沼局で過去の測定値の範囲を上回りましたが、降雨とともに

落下した天然放射性核種の影響と考えられます。 
６ページの図１－３、モニタリングカーによる測定結果については、

過去の測定値の範囲内でした。 
７ページの図１－４、ＲＰＬＤによる積算線量の測定結果については

全て平常の変動幅の範囲内でした。 
８ページをお願いいたします。（２）環境試料中の放射能の測定結果

についてとりまとめています。 
大気浮遊じん中の全α及び全β放射能については、吹越局において機

器の不具合により測定が適切に行われなかった期間があったことから、

当該期間の測定値を参考値としました。詳細につきましては後ほど付１

で御説明します。 
続いて表で御説明します。１０ページを御覧ください。表１－１、大

気浮遊じん中の全α及び全β放射能については、いずれも平常の変動幅

の範囲内でした。 
表１－２、大気中の気体状β放射能、表１－３、大気中のヨウ素－１

３１測定については全てＮＤであり、平常の変動幅の範囲内でした。 
１１ページにはγ線放出核種分析結果のうち、セシウム－１３７の分

析結果を記載しています。セシウム－１３７については全て平常の変動

幅の範囲内でした。その他の人工放射性核種についても全てＮＤであ

り、平常の変動幅の範囲内でした。 
１２ページの表１－５、トリチウム分析結果については全てＮＤであ

り、平常の変動幅の範囲内でした。 
表１－６、炭素－１４分析結果については、バレイショで平常の変動

幅を上回りましたが、比放射能は平常の変動幅の範囲内であったことか

ら、これまでより試料中の水分含有量が少なく炭素量の割合が多かった
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ためと考えられます。 
１３ページの表１－７、ストロンチウム－９０分析結果については表

土で平常の変動幅を下回りましたが、過去の大気圏内核実験に起因する

ストロンチウム－９０の自然変動によるものと考えられます。また、デ

ントコーンについては平常の変動幅を下回りましたが、今年度から採取

場所を変更しており、今後データを蓄積していきます。 
１４ページの表１－８、ヨウ素－１２９については全てＮＤであり、

平常の変動幅の範囲内でした。 
１４ページから１５ページの表１－９、プルトニウム分析結果につい

ては平常の変動幅の範囲内でした。 
１６ページの表１－１０のアメリシウム－２４１分析結果について

は表土で平常の変動幅を下回りましたが、過去の大気圏内核実験に起因

するアメリシウム－２４１の自然変動によるものと考えられます。表１

－１１のキュリウム－２４４分析結果については全てＮＤであり、平常

の変動幅の範囲内でした。表１－１２、ウラン分析結果については表土

で平常の変動幅を下回りましたが天然に存在するウランの自然変動に

よるものと考えられます。 
１７ページには環境試料中のフッ素について記載しています。 
１８ページの表１－１３、大気中の気体状フッ素の測定結果について

は全てＮＤであり、平常の変動幅の範囲内でした。表１－１４、環境試

料中のフッ素の測定結果については、表土で平常の変動幅の範囲を上回

りましたが、フッ素の自然変動によるものと考えられます。 
以上が原子燃料サイクル施設に係る調査結果です。 

 
続きまして、東通原子力発電所の調査結果です。２０ページをお願い

いたします。 
１、調査概要です。実施者は青森県原子力センター及び東北電力株式

会社です。期間、内容、測定方法、評価方法については記載のとおりで

す。 
２１ページをお願いいたします。調査結果です。平成３０年度第２四

半期における環境放射線の調査結果は、これまでと同じ水準であった。

東通原子力発電所からの影響は認められなかった。と評価されていま

す。 
調査項目ごとに御説明いたします。 
（１）空間放射線の測定結果です。２２ページの図２－１にはモニタ

リングステーションによる測定結果、２３ページの図２－２にはモニタ

リングポストによる測定結果を示しています。平常の変動幅を上回った

測定値は全て降雨等によるものと考えています。 
２４ページの図２－３、モニタリングカーによる測定結果について
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は、過去の測定値の範囲内でした。 
２５ページの図２－４、ＲＰＬＤによる積算線量の測定結果について

は、白糠において平常の変動幅を上回りましたが、過去の測定値の変動

を考慮するとこれまでと同程度でした。 
２６ページをお願いします。（２）環境試料中の放射能の測定結果で

す。 
２７ページの表２－１、大気浮遊じん中の全β放射能の測定結果につ

いては、老部局において平常の変動幅を下回りましたが、全α及び全β

の放射能濃度比がほぼ一定であることから、天然放射性核種の自然変動

によるものと考えられます。表２－２、大気中のヨウ素－１３１測定結

果については、全てＮＤであり、平常の変動幅の範囲内でした。 
２８ページをお願いします。γ線放出核種分析結果のうち、表２－３、

セシウム－１３７については平常の変動幅の範囲内でした。その他の人

工放射性核種についても全てＮＤであり、平常の変動幅の範囲内でし

た。 
２９ページの表２－４、ヨウ素－１３１及び表２－５、トリチウム分

析結果は、全てＮＤであり、平常の変動幅の範囲内でした。 
３０ページの表２－６、ストロンチウム－９０については全てＮＤで

あり、平常の変動幅の範囲内でした。表２－７、プルトニウム分析結果

は全て平常の変動幅の範囲内でした。 
以上が東通原子力発電所に係る調査結果です。 

 
続きまして、リサイクル燃料備蓄センターの調査結果です。３２ペー

ジをお願いいたします。 
１、調査概要です。実施者は青森県原子力センター及びリサイクル燃

料貯蔵株式会社です。期間、内容、測定方法、評価方法につきましては

記載のとおりです。 
３３ページをお願いいたします。２の調査結果です。平成３０年度第

２四半期における環境放射線の調査結果はこれまでと同じ水準であっ

た。と評価されています。 
調査項目ごとに御説明いたします。 
３４ページを御覧ください。（１）空間放射線の測定結果です。図３－

１、モニタリングポストによる空間放射線量率測定結果について、平常

の変動幅を上回った測定値は全て降雨等によるものと考えられます。図

３－２、ＲＰＬＤによる積算線量測定結果については、平常の変動幅の

範囲内でした。 
３５ページを御覧ください。（２）環境試料中の放射能の測定結果で

す。γ線放出核種分析のうち、表３－１、セシウム－１３７の測定結果

については平常の変動幅の範囲内でした。その他の人工放射性核種につ
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いても全てＮＤであり、平常の変動幅の範囲内でした。 
以上がリサイクル燃料備蓄センターに係る調査結果です。 

 
続いて３７ページをお願いいたします。ここからは付を掲載していま

す。 
３８ページをお願いします。付の１、吹越局における大気浮遊じん中

の放射能測定結果の取扱いについて御説明します。 
１、はじめにです。原子燃料サイクル施設に係る環境放射線モニタリ

ングにおいて大気浮遊じん中の全α及び全β放射能は、ダストモニタを

用い毎週月曜日９時から１６８時間（１週間）ろ紙を用いて集じんを行

い、その後、ろ紙の集じんスポットを測定部に移動させ、測定を開始し、

７２時間、これは３日経過後、１時間の測定値を報告値としています。

モニタリングステーション吹越局で８月２３日に測定データの伝送

装置であるテレメータシステムの一部に故障が生じ、大気浮遊じん中の

放射能測定に影響を及ぼしたことから、その原因と対策及び測定値の取

扱いについて検討いたしました。 
（２）経緯については、ここでの説明は割愛しますが、テレメータシ

ステムの故障について簡単に御説明しますと、８月２３日木曜日の８時

１４分に吹越局のテレメータシステムの子局装置内の制御装置が故障

いたしました。通常は毎週月曜日の９時にろ紙の移動が自動的に行われ

るのですが、この故障に伴い、木曜日の８時１４分に変則的なろ紙の移

動が行われてしまいました。 
４０ページの図３を御覧ください。通常は月曜日の９時から１６８時

間集じんした後、７２時間経過した木曜日の９時から１時間の測定値を

報告値としています。しかし、８月第３週については、集じんは正常に

行われましたが、変則的なろ紙移動が行われたために７２時間経過後の

測定ができませんでした。また、８月第４週については、この変則的な

ろ紙移動のために７１時間１４分集じんした前半と９６時間４６分集

じんした後半の２つに分かれてしまいました。 
４０ページの３、原因と対策です。根本的には偶発的なテレメータシ

ステムの故障が原因ですが、４１ページの（２）を御覧ください、故障

発生後の県職員の対応にも問題がありました。１つ目として、子局装置

が停止した際、ダストモニタの制御に影響を及ぼす可能性を認識してい

ませんでした。２つ目として、毎平日の日報の確認において変則的なろ

紙移動に気づきませんでした。（３）今後の対策として、この２つの問

題を踏まえ関連するマニュアルを修正いたしました。 
４、測定値の取扱いについてです。（１）８月第３週の大気浮遊じん中

の全α及び全β放射能測定結果については、集じん自体は正常に行われ

ており放射能濃度の減衰状況が他の５局と同様の傾向が見られていた
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ことから、７２時間経過後の測定値を参考値といたします。（２）８月

第４週の測定結果については、９６時間以上集じんできた後半の集じん

の測定値を報告値といたします。（３）大気浮遊じん中の核種分析結果

については、通常どおり３ヶ月分をまとめて１検体としたものを分析し

報告いたします。 
以上です。 

 

日本原燃㈱ 
安全・品質本部 

佐々木環境管理 

センター長 

日本原燃の佐々木でございます。原子燃料サイクル施設の操業状況に

ついて御説明いたします。 
同じ白い冊子の６７ページからとなります。６７ページの四角い囲い

の中には表中の記号の御説明を示しております。 
それでは、６８ページをお開きください。まず、ウラン濃縮工場の操

業状況でございます。運転状況としましては、全て生産運転停止中とな

ってございます。 
次の６９ページの上の表はウラン濃縮施設における放射性物質及び

フッ素化合物の放出状況です。ウラン、フッ素化合物ともに気体、液体

とも検出されておりません。また下の表のその他施設、研究開発棟につ

きましても全て検出されておりません。 
次の７０ページからは低レベル放射性廃棄物埋設センターの操業状

況でございます。第２四半期での受入数量は０本、埋設数量は５２８本

となってございます。その下の表の放射性物質の放出状況でございます

が、気体、液体ともに放出に係るような作業は発生しておらず、放出実

績なしでした。 
次の７１ページは地下水中の放射性物質の濃度の測定結果です。７地

点の地下水監視設備でトリチウム、コバルト－６０、セシウム－１３７

を測定しておりますが、いずれも検出されておりません。 
次の７２ページは高レベル放射性廃棄物貯蔵管理センターの操業状

況でございます。第２四半期におけるガラス固化体の受入数量は０本、

管理数量も０本でした。その下の表の放射性物質の放出状況について、

気体の放射性ルテニウム、放射性セシウムともに検出されておりませ

ん。 
次の７３ページからは再処理工場の操業状況でございます。第２四半

期における使用済燃料の受入量は０体、再処理量についても０体でし

た。 
次の７４ページでございますが、第２四半期の製品の生産量は０トン

でございます。下の表は放射性物質の放出状況のうち放射性液体廃棄物

の放出量です。第２四半期はトリチウムが検出されております。放出量

は表中の数字のとおりであり、これまでとほぼ同等のレベルでした。年

度合計値を年間放出管理目標値と比べますと、約４３０万分の１でござ
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いました。 
次の７５ページは放射性気体廃棄物の放出量です。第２四半期ではト

リチウムが検出されております。放出量は表中の数値のとおりであり、

これまでとほぼ同等のレベルでした。年度合計値を年間放出管理目標値

と比べますと、約５万分の１でございました。 
 サイクル施設分は以上でございます。 
 

東北電力㈱ 
東通原子力発電所 

小笠原副所長 

 続きまして、東北電力の小笠原でございます。７７ページからが東通

原子力発電所の運転状況になります。 
１枚めくっていただきまして７８ページの表です。（１）発電所の運

転保守状況でございます。発電所は第４回定期検査中でございまして、

発電の実績はございません。 
次のページ、７９ページ、こちらは放射性物質の放出状況でございま

す。上の段、①気体廃棄物の放出量につきましては、第２四半期、希ガ

スとヨウ素－１３１については検出されておりません。トリチウムにつ

きましては表中の数値のとおりでございまして、平常時の値となってお

ります。下段の方、液体廃棄物の放出量でございます。こちらにつきま

してはトリチウムを除きます全放射能量及びトリチウムとも、両方とも

検出されておりません。 
報告の方は以上となります。 
 

議 長 

 
ありがとうございました。 
ただ今、事務局及び事業者から順次説明がありましたが、御質問があ

ればお受けいたします。御質問の方はよろしいでしょうか。 
それでは、ただ今の調査結果につきまして、施設ごとに確認をさせて

いただきます。まずは原子燃料サイクル施設に係る調査結果について確

認をいたします。白い冊子の３ページに記載のとおりでございます。平

成３０年度第２四半期の調査結果について、環境放射線等はこれまでと

同じ水準であった。原子燃料サイクル施設からの影響は認められなかっ

た。とすることを確認したいと思いますが、よろしゅうございますでし

ょうか。 
 

（異議なしの声あり） 

 

ありがとうございます。では、そのように確認をいたします。 
次に、東通原子力発電所に係る調査結果について確認をさせていただ

きます。同じ冊子の２１ページにございますとおりでありますが、平成

３０年度第２四半期の調査結果について、環境放射線はこれまでと同じ
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水準であった。東通原子力発電所からの影響は認められなかった。とす

ることを確認したいと思いますが、よろしゅうございますでしょうか。

 

（異議なしの声あり） 

 

ありがとうございます。では、そのように確認をさせていただきます。

最後に、リサイクル燃料備蓄センターに係る調査結果でございます。

同じ冊子の３３ページでございますが、平成３０年度第２四半期の調査

結果について、環境放射線はこれまでと同じ水準であった。とすること

を確認したいと思いますが、よろしゅうございますでしょうか。 
 

（異議なしの声あり） 

 

では、そのように確認をさせていただきます。 
次の議題に移らせていただきます。議事の２、東通原子力発電所温排

水影響調査結果についての説明をお願いいたします。 

 

事 務 局 
水産振興課 

中田課長代理 

水産振興課課長代理の中田です。よろしくお願いいたします。 
平成３０年度第２四半期に実施しました温排水影響調査の結果につ

いて、お手元の黄土色の冊子、東通原子力発電所温排水影響調査結果報

告書、平成３０年度第２四半期報に基づいて御説明いたします。なお、

当発電所は運転停止中であり、温排水が出ていない状態での調査結果で

す。 
１ページをお開きください。１ページには調査概要を記載しておりま

す。調査期間は県が平成３０年８月３１日、東北電力株式会社が７月１

日から９月３０日までとなっております。今回実施した調査結果につい

て御説明いたします。 
まず、青森県の調査結果です。１３ページから１４ページにかけて水

温の調査結果を記載しています。表層水温は２０．２℃から２０．９℃

の範囲、表層を含む全体の水温は１７．４℃から２０．９℃の範囲でし

た。 
１５ページ及び１６ページに塩分の調査結果を記載しています。表層

の塩分は３３．２から３３．５の範囲でした。また表層を含む全体の塩

分は３３．２から３３．９でした。水温、塩分の結果は概ねこれまでの

調査結果と同様の範囲となっていました。 
次に、東北電力の調査結果です。１７ページに取放水温度の調査結果

を記載しています。取水口の温度は１４．３℃から２２．１℃であり、

放水口の温度は１４．３℃から２２．７℃の範囲でした。 
１８ページ及び１９ページに水温の調査結果を記載しています。０．
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５ｍ層における水温は１９．９℃から２０．２℃の範囲、全体の水温は

１８．６℃から２０．２℃の範囲でした。また調査前日からの当日の流

れは、北流と南流が交互に見られ、調査時は南流傾向を示していました。

２０ページ及び２１ページに塩分の調査結果を記載しています。０．

５ｍ層における塩分は３２．６から３３．４の範囲、全体の塩分は３２．

６から３３．７の範囲でした。 
２２ページに流況の調査結果を記載しています。流向は汀線にほぼ平

行な流れで北から北北東に向かう流れ及び南に向かう流れが卓越して

いました。流速は１秒あたり４０ｃｍまでが大部分を占めておりまし

た。 
２３ページ及び２４ページに水質及び底質の調査結果を記載してい

ます。各項目の測定結果は表－３．２及び表－３．３に記載のとおりで、

概ねこれまでの調査結果と同様の範囲となっています。 
２５ページに卵・稚仔の調査結果を記載しています。卵は単脂球形不

明卵など１１種類が出現し、平均個数は１，０００㎥あたり４９２個で

した。稚仔はカタクチイワシなど８種類が出現し、平均個体数は１，０

００㎥あたり４個体でした。 
２６ページにプランクトンの調査結果を記載しています。動物プラン

クトンは節足動物を中心に５７種類が出現し、平均個体数は１㎥あたり

１４，２６６個体でした。植物プランクトンはハプト植物を中心に４４

種類が出現し、平均細胞数は１Ｌあたり３８，６６０細胞でした。 
２７ページに海藻草類と底生生物の調査結果を記載しています。海藻

草類はサビ亜科など５５種類が出現していました。底生生物はキタムラ

サキウニなど８種類が出現し、平均個体数は１㎡あたり５個体でした。

生物の結果についても概ねこれまでの調査結果と同様の傾向となって

おりました。 
以上で説明を終わらせていただきます。 
 

議 長 ただ今、説明がございましたことにつきまして、御質問があればお受

けいたします。よろしいでしょうか。 
それでは今後も引き続き調査を継続して、データの収集に努めてくだ

さい。 
次の議題に移らせていただきます。議事の３です。原子燃料サイクル

施設に係る環境試料の測定計画の変更及び議事の４、東通原子力発電所

に係る環境試料の測定計画の変更について、事務局から説明をお願いい

たします。 
 

事 務 局 
原子力センター 

原子力センター所長の竹ケ原でございます。それでは資料２、３につ



 

- 13 - 

竹ケ原所長 いて御説明いたします。 
まず、資料２でございます。資料２は原子燃料サイクル施設に係る環

境試料の測定計画の変更について、でございます。端的に申しますと、

合理的なモニタリングへの整理を行いたいということでございます。 
まず、はじめにです。県は、原子燃料サイクル施設に係る環境放射線

等モニタリングにおける指標生物としてムラサキイガイ等を六ヶ所村

前面海域において年に２回、第１四半期と第３四半期に採取してござい

ます。一方、日本原燃株式会社では法令に基づき国へ報告するため、貝

類を同じ海域において年に４回採取してございます。近年、採取される

試料、ムラサキイガイの小型化が顕著となりまして、測定に必要とされ

る試料の量、ｋｇ単位の量ですが、その確保に支障をきたしていること

から、今後、調査の継続性を考慮して、県と日本原燃株式会社がそれぞ

れ実施する調査の試料を統合していくというものでございます。 
恐縮ですが裏面をお願いいたします。裏面の表１を御覧ください。上

が変更前の貝類の採取時期、下が変更後の採取時期でございます。表中

の〇、これはムラサキイガイ等、等はムラサキインコガイでございます。

それから△はアワビを採取することを示してございます。このように、

六ヶ所村前面海域という全く同じ地点において〇のムラサキイガイ等

を年５回採取しているというのが現状でございます。 
今回変更するポイントは２点ありまして、まず上の表で県がこれまで

第１四半期と第３四半期の年２回採取していたムラサキイガイ等を今

後は同じ場所でムラサキイガイ等を採取している日本原燃株式会社が

報告することとする、とします。 
もう１点は、日本原燃株式会社は第３四半期にアワビを採取しており

ますことから、年２回の報告のタイミングを後ろにずらすことにしまし

て、第２四半期と第４四半期に報告することとします。 
以上をまとめたのが表２でございます。変更箇所に下線を引いてござ

います。来年度より原子燃料サイクル施設に係る指標生物、ムラサキイ

ガイ等の測定について実施機関は県から事業者に、日本原燃に、採取時

期は第１、第３四半期からこれを第２、第４四半期にするということで

ございます。 
それではまた裏返していただきまして１ページにお戻りください。３

の今後の対応でございます。平成３０年度内にモニタリング計画を事務

的に改訂いたしまして、来年度、平成３１年度第１四半期から適用する

こととします。 
資料２については以上でございます。 

 
次は資料３、東通原子力発電所に係る環境試料の測定計画の変更につ

いて御説明申し上げます。これはモニタリングの評価のための強化を行
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うというものでございます。 
はじめにです。県は、東通原子力発電所に係る環境放射線モニタリン

グ基本計画などに基づき、平成１５年４月から調査を実施しておりま

す。このモニタリング計画については、これまで必要に応じ見直し、改

訂を実施してきてございます。これまでのモニタリング計画から放射性

物質の蓄積状況、水準の把握に必要と考えられる核種について得られた

知見、それから東京電力ホールディングス株式会社福島第一原子力発電

所における事故から得られた知見を踏まえ、環境放射線モニタリングの

実効性を高め一層の充実を図るため、今般、調査対象核種の追加を行う

ものでございます。 
具体的な見直しについては、恐縮ですけれどもまた裏面をお願いいた

します。裏面の表１、上の方に記載してございます。表１にはこれまで

プルトニウム－（２３９＋２４０）の調査対象試料を計画から抜き出し

て掲載しています。これらの全ての試料について、同様の測定の中から

測定結果が得られますプルトニウム－２３８を新たに報告対象核種と

して追加するというのが今回の変更内容でございます。 
下の表２にプルトニウム２３８の定量下限値、これは網掛けの部分で

少し見づらいのですが、プルトニウム－（２３９＋２４０）と同じレベ

ルでございます。これを降下物、表土、海底土、海産食品、指標生物に

ついて定量下限値を設定することといたします。 
また表に戻っていただきまして、今後の対応でございます。これも先

ほどと同様に平成３０年度内にモニタリング計画を事務的に改訂いた

しまして、平成３１年度第１四半期から適用することを考えてございま

す。 
試料３の説明は以上でございます。 

 

議 長 ただ今、説明のありましたことについて御質問等お願いをいたしま

す。御質問ございませんでしょうか。 
それでは御質問がないようです。そのとおりモニタリング計画を変更

してください。 
続いて報告事項に入ります。青森県原子力施設環境放射線等監視評価

会議の開催回数等についての説明をお願いいたします。 

 

事 務 局 
原子力安全対策課 

安田課長 

資料の４、青森県原子力施設環境放射線等監視評価会議の開催回数等

について御説明します。 
１、監視評価会議の位置付けですが、本県では環境放射線モニタリン

グの調査結果について、原子力施設環境放射線等監視評価会議で評価・

確認していただいており、ご存知のとおり、当会議は以下の２つの委員
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会があります。評価委員会は放射線や原子力等に関する専門家で構成さ

れ、調査結果について専門的・技術的見地から検討・評価しています。

監視委員会は本日開催している委員会ですが、県議会議員、関係市町村

長、議会議長、関係団体の長、有識者等で構成され、評価委員会におい

て検討・評価した結果を確認しています。 
２、近年のモニタリング調査結果の状況ですが、県内の主要な原子力

施設が操業していないことから、近年のモニタリング結果においては原

子力施設からの影響は認められていません。また、東京電力ホールディ

ングス株式会社福島第一原子力発電所事故による影響は、平成２８年度

第３四半期以降、ほぼ認められていません。 
さらに、監視評価会議の次期委員の任期、これは２年ごとで４月にち

ょうど切り替わるタイミングですが、次の任期である平成３１から３２

年度の間は、下の参考に記載しているとおり県内のモニタリング上重要

な原子力施設は稼働しない予定であり、モニタリング結果に影響が認め

られる可能性はほとんどないものと考えられます。 
そこで、３、会議の開催回数ですが、次期監視評価会議委員の任期期

間中の会議開催回数を次のとおりとします。評価委員会は従来どおり年

４回開催し、四半期ごとの調査結果を検討・評価しますが、監視委員会

は年１回、年度報告時、大体８月頃とし、１年分の調査結果を確認しま

す。ですので、次回の監視委員会は８月頃になります。ただし、モニタ

リング結果に異常が認められた場合や至急報告する案件が生じた場合

は、上記にかかわらず開催します。 
次に裏面を御覧ください。４、会議開催に係る事務の効率化について

御説明します。本会議については、２年に１回の委員委嘱直後に評価委

員会と監視委員会を一緒に合同会議を開催し、副会長の互選を行ってき

ました。副会長の互選については、下の括弧書きを御覧ください。当該

会議の設置要綱において監視評価会議の会長は知事が、副会長２名のう

ち１名は副知事、他の１名の副会長は委員の互選によってこれを定める

こととなっていますが、会議設置以降これまで評価委員会の会議の議長

が務めています。 
３行目に戻りまして、会議開催に係る事務の効率化を図る観点から、

今後次のとおり運用を改めることとします。（１）副会長の選任につい

てですが、副知事以外の副会長については評価委員会の会議の議長が就

任することが慣例となっていることから、別添の新旧対照表のとおり、

設置要綱を改定し、あらかじめ副会長を定めることとします。 
（２）合同会議の開催についてですが、従来開催していた委員委嘱直

後の合同会議は開催しないこととします。 
資料４については以上です。 
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議 長 ありがとうございます。ただ今の報告について御質問等あればお受け

いたします。よろしいですか。 
では、そのとおり会議の方も運用をさせていただきます。 
続いて、その他の事項に入ります。質疑につきましては最後にまとめ

ていただきたいと思います。次第に従い、各事業者からの説明をお願い

いたします。 

 

日本原燃㈱ 
武井安全・品質 

本部長 

日本原燃の武井でございます。それではお手元の右肩、参考資料１に

基づきまして、原子燃料サイクル事業の現在の状況について御報告させ

ていただきます。 
まず、１番目の共通事項でございますけれども、こちらでは原子燃料

サイクル施設の廃止措置の実施方針の公表について記載しております。

当社は平成３０年１２月２６日、ウラン濃縮、低レベル放射性埋設、再

処理、高レベル放射性廃棄物の貯蔵、それからＭＯＸ燃料工場につきま

して核燃料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律、いわゆる

原子炉等規制法でございますけれども、基づきまして施設の稼働停止か

ら廃止への円滑な移行を図るため、廃止措置の実施方針を定め公表いた

しました。 
こちらの廃止措置実施方針でございますけれども、本会議の最初に大

桃委員からも御質疑ございましたけれども、下の※にございますよう

に、原子炉等規制法が改正されまして全ての原子力事業者に対しまして

あらかじめ施設の稼働停止後の解体の方法、それから放射性物質による

汚染の除去、汚染されたものの廃棄などの実施方針を作成し公表するこ

とを義務付けたものでございます。 
２番目のウランの濃縮事業でございます。本件につきましては、前回

会議以降、変更はございません。 
３番目の低レベル放射性廃棄物の埋設事業でございますけれども、

（１）では前回の本委員会以降の低レベル放射性廃棄物の廃棄体の受入

状況を示しております。本年１月２３日から２５日にかけまして九州電

力の玄海原子力発電所から１，３６８本の廃棄体を受け入れておりま

す。 
（２）の低レベル放射性廃棄体の受入埋設実績でございますけれど

も、本表にございますよう、昨年の平成３０年４月から本年１月末まで

の合計といたしまして、受入本数で４，３２８本、埋設の本数で４，３

６０本となっております。 
（３）の平成３０年度の低レベル放射性廃棄物の受入計画の変更でご

ざいます。本件につきましては、次のページを御覧ください。次のペー

ジに昨年１２月２５日に公表いたしました低レベル放射性廃棄物の受

入計画の変更を前後で示してございます。御覧いただきますように、先
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ほど御説明いたしました玄海から１月に受入れます放射性廃棄物でご

ざいますけれども、これは前の計画では１，３６６本だったものが２本

増えて１，３６８本受け入れております。また１２月に受入れ予定であ

りました美浜原子力発電所からの廃棄体でございますけれども、これに

つきましては本年の３月に受入れ時期を移行しております。また、これ

に伴いまして、元々３月に予定しておりました大飯原子力発電所からの

受入れにつきましては来年度に変更としております。 
この結果、表の一番下にございますけれども、変更前の受入本数、合

計で９，７７４本が、結果としまして６，３６８本に変更となっており

ます。 
４の高レベル放射性廃棄物の管理事業でございますけれども、こちら

については変更はございません。 
５の再処理事業でございます。（１）、（２）、（３）につきましては変更

はございません。 
（４）につきましては、再処理施設に関します原子力規制委員会にお

ける新基準の適合性に関する審査会合の状況を記載してございます。本

年の１月２８日に審査会合が開催されまして、原子力規制委員会におい

て火災防護、それから火山灰対策、近接の原子力施設からの影響、蒸発

乾固に関わる評価等について説明を行いました。原子力規制庁から特に

異論はなく、今後、今回審議された内容等を反映し、事業許可申請の一

部補正を提出する予定となっております。 
６のＭＯＸ燃料加工事業でございます。（１）については変更はござ

いません。 
（２）につきましては、ＭＯＸ燃料の加工に関します新規制基準への

適合性に関する審査会合の状況をお示ししてございます。再処理と同

様、本年の１月２８日に審査会合が開催され、火災防護、火山灰対策、

近接の原子力施設からの影響、それから臨界事故への具体的対処等につ

いて説明を行いました。こちらにつきましても原子力規制庁から特に異

論はなく、今後、審議された内容等を反映した事業変更許可の申請書の

一部補正を提出する予定となっております。 
７番のトラブル等一覧につきましては、前回の委員会で報告をした事

項から変更はございません。現在、原因の調査、確認等を行っていると

ころでございます。 
以上でございます。 
 

東北電力㈱ 
原子力本部 

金澤原子力部長 

東北電力の金澤でございます。それでは参考資料２に基づきまして東

通原子力発電所の現在の状況について説明をいたします。 
はじめに運転状況についてですが、平成２３年２月６日より第４回定

期検査中でございます。電気出力については発電なしとなってございま
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す。 
３．その他でございます。はじめに東通原子力発電所１号機における

廃止措置実施方針の公開について説明いたします。当社は１号機の廃止

実施方針を作成しまして、昨年１２月２６日に当社ホームページに公開

してございます。基本方針につきましては、先ほど原燃さんから説明が

ありましたとおり、昨年の１０月に原子炉等規制法が改正されまして、

原子炉ごとに作成しホームページ上で公開することが求められており

ます。 
具体的な記載内容としましては、廃止措置に関わる核燃料物質の管理

及び譲渡しに関すること、それから廃止措置において発生する放射性廃

棄物の発生量、こういったものを記載してございます。 
次に「震源として考慮する活断層」の評価に関する補足調査の実施に

ついてでございます。（２）でございます。東通原子力発電所における

敷地から敷地周辺への「震源として考慮する活断層」の評価に関しまし

て、地質データの説明性向上を目的に今年４月より約半年間の予定で補

足調査を行います。 
３ページを御覧ください。Ａ４横の資料でございます。これが補足調

査の概要でございます。左側に地図が書いてございますが、この真ん中

あたりに発電所が書いてございますが、これを挟んで南北に延びるピン

クの線、これが反射法地震探査を実施する箇所で、延長約３０ｋｍを計

画してございます。それから赤の点線で囲っているところ、それから橙

色の点線で囲っているところ、ここで断層のボーリングを合計７か所程

度行う予定にしてございます。 
なお、反射法地震探査といいますのは、右の写真のところにあります、

自動車の絵を書いてございますが、この写真のように地震を再現するこ

とができる振動装置を搭載した自動車、こういったものを用いまして地

表の近くで人工的に振動を発生させまして、地中に進行した振動が地層

境界面に反射し、再び地表面に戻ってきたところを受信器で捉えること

によって地下構造を解明するという方法でございます。例えて言います

なら、お腹の超音波検査の様なものでございます。 
次に１ページまた戻っていただきまして、補足調査を行うこととなっ

た経緯でございます。２つ目の黒点に記載のとおり、昨年１０月に開催

されました審査会合におきまして、当社は一切山東方断層を代表とした

敷地近傍の断層は震源として考慮する活断層に該当しないということ

を説明しております。しかし、原子力規制委員会からは反射法地震探査

結果から推定した地下深部の地下構造については、追加説明を求められ

ております。 
そのため、説明性をより高めるためにデータの拡充を図ることとしま

して、調査範囲を拡大して反射法地震探査、それからボーリング調査、
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こういったことを実施することにしたものでございます。 
なお、本補足調査による安全対策工事の完了時期、これへの影響はな

いものと考えてございます。 
当社としましては、今回の補足調査の結果を踏まえまして説明性の向

上に努め、それから審査会合で当社の考えに理解をいただけるよう、引

き続き丁寧に取り組んでまいります。 
以上でございます。 

 

リサイクル 

燃料貯蔵(株) 
山崎副社長 

続きましてリサイクル燃料貯蔵の山崎でございます。私からは参考資

料３に基づきまして、リサイクル燃料備蓄センターの現在の状況につい

て報告させていただきます。 
まず１番目の「新規制基準適合性審査の状況」についてでございます。

これまでの主な審査項目の進捗状況は下表のとおりとなってございま

す。施設関係につきましては、残件となっている「津波防護方針等」に

ついて、２月６日の原子力規制委員会において原子力規制庁から今後の

審査方針として「貯蔵建屋が損傷した場合においても基本的安全機能が

損なわれる恐れがないことの説明を求める」との提案がなされ、了承さ

れております。そのため、今後、この審査方針を踏まえまして審査の終

了に向けて取り組んでいきます。 
一方、地震等関係につきましては、１１月末の審査会合において今後

審議すべき論点がないことが確認されましたので、これまでの地震等関

係に関する審議内容を反映した「事業変更許可申請書の一部補正」を、

１月２９日に原子力規制委員会へ提出してございます。 
続きまして裏面をお願いいたします。上の２番、「事業開始時期の見

直しに伴う手続きについて」でございます。これにつきましては、１月

１０日に事業開始時期の見直し、これは１２月２１日に御報告、それか

ら公表させていただいたものでございますが、これに伴う「事業許可申

請書の一部補正」、それから「使用済燃料貯蔵施設の貯蔵計画の変更に

係る届出」を原子力規制委員会に提出させていただいてございます。そ

れぞれの主な内容につきましては、記載のとおりでございます。 
最後、３番目でございますが、「廃止措置実施方針の公表について」で

ございます。当社におきましても日本原燃さん、それから東北電力さん

と同様に原子炉等規制法の規定に基づきまして廃止措置実施方針を作

成し、１２月２６日に公表いたしてございます。 
私からは以上でございます。 

 

議 長 ありがとうございました。ただ今、順次御説明ありました。御質問が

あればお受けいたします。どうぞ。  
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大桃委員 再び同じことを申し上げる結果になるのですけれども、参考資料の

１、原子燃料サイクル施設の現在の状況についてというタイトルの１．

基本事項、（１）原子燃料サイクル施設の廃止措置実施方針というのが

一番最初にタイトルとして出ております。私はこれを見て、廃止するの

かなと思ってしまったというのが１つ。 
同じように参考資料２のところにも同じような文言がございまして、

東通原子力発電所１号機における廃止措置実施方針の公開について、と

いうのがございます。リサイクル燃料に至っては、まだ稼働もしてない

うちに廃止措置の公表というのがございましたものですから、一体これ

は何なのだろうと思ったわけです。 
その下に書いてある小さな説明文を読めば、これは法律で一応義務付

けられていることなんだ、実際に動かす前に、先ほど申しあげましたよ

うに廃止する時のことを考えて前もって公表するということが義務付

けられている。それで皆さんがそういう行動をとられたんだということ

が分かりました。 
しかし、それでもちょっと分からないのは、原子燃料サイクル施設の

時には法律で義務付けられていると書いてございますが、東通原子力発

電所の方では必ずしもそうではなくて、報告等の義務はなくインターネ

ットを利用して公表することが求められているとあるんですけれども、

これは施設によって違うんでしょうか。 

 

日本原燃㈱ 
武井安全・品質 

本部長 

日本原燃の武井でございます。代表してお答えをさせていただきま

す。 
こちらにつきましては施設によって違うということはございません。

元々の経緯でございますけれども、今、大桃委員の方から御説明があり

ましたように、本件につきましては確か国際原子力機関ＩＡＥＡが日本

の規制当局に対しまして、こういう原子力施設をつくる時にはつくる時

からちゃんと廃止措置のことまで考えて対応することが必要だという

ことで、それを受けて原子炉等規制法が今回改正されたものと聞いてお

ります。 
それで、内容といたしましては、そういうことを事業者がちゃんと考

えて自らのホームページに公表しなさいということが今回の法律でご

ざいますので、日本原燃、当社の方の書きぶりは法律で決められたとい

うことを記載させていただきました。 
一方、東北電力さんの方のお話は、どちらかと言いますと、これ自身

を規制当局が審査するという形ではございません。いわゆる、我々事業

者が自主的にそういうものを決めて公表しなさいよというのが法律の

趣旨であるということで、いわゆる規制当局に対してそのものを出すと

いうことを要求したものではないということを記載されたものと考え



 

- 21 - 

ております。 
 

大桃委員 ありがとうございました。 

 

議 長 よろしいですね。 
久松委員、お願いします。 

 

久松委員 今のような非常に大局的なお話からするとちょっと技術的で些末な

ことなので恐縮なんですけれども、原燃さんの御説明の中の３ページ目

の７ポツのトラブル等一覧でございますが、質問が１つと、あとは教え

ていただきたいということが１つです。 
質問の最初は、表の一番最後に下線部が今回新たに報告する内容とな

っているのですが、下線部が、多分これは見つからないんじゃないかな

と思います、という点が１つです。 
それからもう１点は、トラブルの事例の最初の方の３０年１１月２６

日の件なんですけれども、プール水が漏えいしたということなんです

が、これはプール水自体の放射能レベルについては全く触れられてない

んですが、要するに放射能を含んだ事象であるのか、それとも単なる水

の漏れなのかというところについて少し教えていただきたいという、こ

の２点でございます。 

 

日本原燃㈱ 
武井安全・品質 

本部長 

日本原燃の武井でございます。 
ただ今の御質問の、まず最初の方の１点でございますけれども、下線

部が今回新たに報告する内容と書いてございますけれども、そういう意

味ではちょっと言い訳のようになりますけれども、下線部がないという

ことで、逆に言いますと今回新たに全く報告する内容がないという形で

記載をさせていただきました。 
それから２点目でございますけれども、これは実際にポンプの中に残

っていたプール水が堰の中に漏れて出たというものでございまして、多

少なりともアクティビティはございます。それでその量でございますけ

れども、すいません、今ちょっと手元に量はございませんけれども、い

わゆるアクティビティはありましたけれども非常に濃度の薄いもので

ございまして、特に作業員などに対して汚染が出たとか、そういうこと

ではございません。 
 

久松委員 ありがとうございました。 
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まだ詳細な報告というのは、今後されるんだろうと思いますので、そ

の際には是非ある程度そういうことの情報も付け加えていただけると

分かりやすいのではないかと思いますので、よろしくお願いいたしたい

と思います。 

 

日本原燃㈱ 
武井安全・品質 

本部長 

承知いたしました。 

 

議 長 はい、ありがとうございました。 
その他、御質問ございませんでしょうか。全体をとおしての御意見等

でも構いませんが。よろしいですか。 
 それでは本日の会議の審議事項は全て終了いたしました。この会議を

終了させていただきたいと思います。マイクを事務局に返します。 
 

司 会 以上をもちまして、平成３０年度第４回青森県原子力施設環境放射線

等監視評価会議監視委員会を閉会いたします。 

本日はどうもありがとうございました。 

 

 


